
庁舎清掃業務委託 総合評価一般競争入札 

落札者決定基準 

 

【評価項目・評価点の概要】 

分類 細分類 評価点 個別点 評価項目 別紙

１．価格評価  １２０   １ 

(1)履行体制 １０ 
①適正な履行を確保するための業務体制 

（作業計画、業務実施体制等） 
２ 

(2)研修体制 １０ 
①技術力向上のための研修制度等の設置 

（過去の研修実施状況、研修実施計画） 
３ 

５ 
①苦情処理体制 

（ISO9001 認証状況、苦情処理体制） 
４ 

２．技術的評価 

(3)品質保証への取

組み 

３０ 

５ 
②自主検査体制 

（自主検査体制整備状況、自主検査体制計画） 
５ 

６ ①障害者の新規雇用 
６ 

６－②

５ ②障害者雇用率又は雇用者数 
７ 

７－②

６ ③就職困難者の新規雇用 ８ 

４ ④就職困難者の継続雇用又は就労形態 ９ 

６ ⑤枚方市内居住者の新規雇用 １０ 

(1)多様な雇用及び

雇用環境に関す

る取組み 

２ ⑥トライアル雇用制度の活用 １１ 

(2)環境問題への取

組み 
６ ①環境報告書又は環境マネジメントの認証状況 １２ 

３ 
①育児・介護休暇及び休業制度への取組み 

（休業制度等の社内規定、介護休業等の取得状況）
１３ 

４ 
②仕事と子育ての両立支援 

（子育てしやすい環境づくりの取組み状況） 
１４ 

２ 
③セクシュアル・ハラスメント等防止対策 

（社内規定、相談窓口等の設置状況） 
１５ 

(3)子育て等支援・

男女共同参画へ

の取組み 

２ ④女性の採用・職域拡大への取組み １６ 

３．社会的価値

評価 

(4)人権問題への取

組み 

５０ 

４ 

①人権問題への取組み 

（大阪府公正採用選考人権啓発推進員の設置、人権

研修の実施状況） 

１７ 

総点合計 ２００

 

【落札者の決定方法】 

別紙「落札者の決定について」による。 
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（別紙１） 

分類 １．価格評価 評価点 １２０ 

細分類 ―   

評価項目 ― 個別点 １２０ 

評価内容 入札参加者の入札価格について評価する。 

提出書類 

①総合評価一般競争入札参加申請書＜元請実績報告を含む＞（様式１） 

②入札書（様式２－１）・入札価格内訳書（様式２－２） ※必ず封筒に入れ封緘すること。 

※調査基準価格を下回る価格での入札の場合は、入札説明書に定める低入札価格調査書類 

算定方法 

価格評価点は、有効な入札のうち次の算定式により算出する。 

評価点（１２０点）×（調査基準価格／入札価格） ※小数点以下切捨て 

下記「備考」欄記載の価格評価点算出方法の例示を参照のこと。 

ただし、調査基準価格以下の入札価格で入札した者の価格評価点は、全て１２０点とする。 

評価時 

確認方法 

総合評価制限付き一般競争入札参加申請書＜元請実績報告を含む＞及び入札書（様式２－１）及び入

札価格内訳書（様式２－２）により確認する。 

※落札候補者のみ、開札後提出書類提出時に入札説明書に定める元請実績を証する書類（契約書原本と

その写し、仕様書等）の提出を求め確認する。 

注意事項 

・入札書は、消費税及び地方消費税を含まない金額で記入すること。 

・入札金額が予定価格を超える者は、失格とする。 

・入札書及び入札価格内訳書の提出がない者は、失格とする。 

・入札金額と入札価格内訳書の合計金額が一致しない者は、失格とする。 

・開札の結果、調査基準価格を下回る価格での応札があった時は、低入札価格調査として数値的判断基

準値（有効入札金額の平均×85％）に基づく調査を行う。入札参加者の入札価格が数値的判断基準値

を下回っている場合は、その者の入札を取り消し、失格とする。 

・調査基準価格を下回る入札価格で入札した者は、入札説明書に定める低入札価格調査書類を提出しな

ければならない。なお、市が別途指示する日時までに当該書類の提出がない時は、失格とする。 

備  考 

 ＜価格評価点算出方法の例示＞ 

  「予定価格：86,000,000 円」「調査基準価格：51,600,000 円」と仮定した場合 

※ この場合、算定式による算出の結果、Ｄ社とＥ社が価格評価点の得点が満点（120 点）となる。

入札参加者 入札価格 価格評価点 算出方法 

Ａ社 90,000,000 円 （失格） ← 予定価格を超えるため 

Ｂ社 70,000,000 円    88 120(総点)×（調査基準価格／Ｂ） 

Ｃ社 60,000,000 円   103 120(総点)×（調査基準価格／Ｃ） 

Ｄ社 51,600,000 円 ※ 120 120(総点)×（調査基準価格／Ｄ） 

Ｅ社 49,000,000 円 ※ 120 120(総点)×（調査基準価格／Ｅ） 

Ｆ社 45,000,000 円 （失格） ← 数値的判断基準値 46,852,000 円を

下回るため取り消し、失格とする。 
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（別紙２）

分類 ２．技術的評価 評価点 ３０ 

細分類 (1)履行体制   

評価項目 ①適正な履行を確保するための業務体制 個別点 １０ 

評価内容 
本業務仕様書に基づき実施するための作業計画及び業務実施体制（配置業務責任者の資格・経験及び作

業員配置計画等）の内容を評価する。 

提出書類 

①作業計画表（任意様式） 

 →対象業務の日常作業計画表、定期作業計画表、年間作業計画表 

 

②業務実施体制（任意様式） 

→業務実施体制図、作業員・配置業務責任者の配置計画書、配置業務責任者の資格・経験 

加点方法 

①作業計画表の内容 → （５点） 

 →日常作業計画表、定期作業計画表、年間作業計画表 

 

②業務実施体制の内容 → （５点） 

 →対象業務の業務実施体制図、作業員・配置業務責任者の配置計画書、配置業務責任者の資格・経験

 

作業内容の確認が行えないもの、仕様に基づく業務を加味していない内容のものは、減点若しくは評

価しない。 

評価時 

確認方法 

本業務仕様書及び各作業計画書に基づき、「業務実施体制図」、「作業員・配置業務責任者の配置計画書」

により確認を行う。 

履行担保方法 仕様書に規定されたものとみなす。 

契約期間中 

確認方法 
・日常の履行検査により確認を行う。 

注意事項 

・対象業務ごとの「作業計画表」「業務実施体制」の提出がない者は失格とする。 

・本件業務履行中において、業務完了時（複数年契約の場合は年度ごと）に入札説明書に定める「労務

者賃金支払い状況報告書」を提出すること。 

・個人情報を含む書類を提出することについて、本人に必ず同意を得ておくこと。 

配布資料 ― 

備考 

本件業務を履行する場合には、「配置業務責任者の配置」で届出た者を専任で配置しなければならない。

ただし、その者が退職、病気等、止むを得ない理由により、あらかじめ本市の承諾を得た場合には、変

更することができる。 
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（別紙３） 

分類 ２．技術的評価 評価点 ３０ 

細分類 (2)研修体制   

評価項目 ①技術力向上のための研修制度等の設置 個別点 １０ 

評価内容 

①本業務に関する研修の実施状況を評価する。（告示日以前継続して３年間） 

②契約期間中の本件業務に関する研修計画の内容及び研修回数を評価する。(平成 24 年 4 月 1日から 

 3 年以内） 

提出書類 
①研修実施報告書（様式３）、受講修了証及び研修資料 

②研修実施計画書（様式４） 

加点方法 

①研修実施報告書の内容及び回数 

→告示日以前３年間の継続的・定期的に実施する研修を対象とする。 

受講修了証（修了証等が発行されていない場合は受講者名簿で可）、研修レジュメ又は研修概要のわ

かるもの等を別途添付する。※添付がない場合は評価の対象としない。 

・研修回数  １回     → （１点） 

        ２回     → （３点） 

        ３回以上   → （５点） 

②研修実施計画書の内容及び回数 

→本件業務に対する研修の実施を評価するため、平成 24 年 4 月 1日から 3年以内に継続的・定期的に

実施する研修を対象とする。 

・研修回数  １回     → （１点） 

        ２回     → （３点） 

        ３回以上   → （５点） 

研修内容等の確認が行えない（本件業務に直接関連しない内容）もの、継続的・定期的な実施状況が

確認できないもの、明かに実現性がない内容のものは評価をしない。 

評価時 

確認方法 

①研修実施報告書（様式３）及び当該研修の受講修了証（修了証等が発行されていない場合は受講者名

簿）と研修資料により確認を行う。                              

②研修実施計画書（様式 4）により確認を行う。 

履行担保方法 研修実施計画を仕様書に規定されたものとみなす。 

契約期間中 

確認方法 
研修実施後は研修実施報告書（様式 3）により報告を求め、受講修了証及び研修資料等により確認を行う。

注意事項 

・研修対象者は、現場の作業従事者とする。 

・企業独自の研修、教育研修機関への研修派遣は問わない。 

・人権研修及び警備業法に基づく法定研修は評価対象としない。 

・個人情報を含む書類を提出することについて、必ず本人の同意を得ておくこと。  

配布資料 
①研修実施報告書（様式３） 

②研修実施計画書（様式４） 
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（別紙４）

分類 ２．技術的評価 評価点 ３０ 

細分類 (3)品質保証への取組み   

評価項目 ①苦情処理体制 個別点 ５ 

評価内容 
①品質 ISO9001 認証の取得状況を評価する。 

②苦情処理要領（マニュアル等）の整備状況を評価する。 

提出書類 
①品質 ISO9001 登録証（写し）又は品質 ISO9001 を申請中である旨の証明書 

②苦情処理要領（マニュアル等）（様式指定なし） 

加点方法 

①ISO9001 取得者 →（３点） 

ISO9001 申請中の者 →（２点） 

 

②苦情処理要領（マニュアル等）の内容 →（２点） 

→苦情処理要領（マニュアル等）が不明瞭な内容（委託者から苦情の連絡を受けて、再発防止策を講

じるに至るまでの一連の流れに不備がある場合、役割分担、報告・指示及び結果報告系統、伝達方法

等が明記されていないもの等）のもの、具体性・現実性の無い内容のものは、減点若しくは評価しな

い。 

評価時 

確認方法 

①ISO9001 の登録証（写し）及び申請中である旨の証明書で確認を行う。 

②苦情処理要領（マニュアル等）により確認を行う。 

履行担保方法 苦情処理要領（マニュアル等）を仕様書に規定されたものとみなす。 

契約期間中 

確認方法 

本業務の履行期間中に苦情処理等を行う必要が生じた際は、受注者から対応結果を報告させ、苦情処

理要領（マニュアル等）に則った処理がなされたかを確認する。 

注意事項 ― 

配布資料 ― 
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（別紙５） 

分類 ２．技術的評価 評価点 ３０ 

細分類 (3)品質保証への取組み   

評価項目 ②自主検査体制 個別点 ５ 

評価内容 
①自主検査体制の整備状況を評価する。 

②本業務における自主検査体制の方法を評価する。 

提出書類 
①自主検査体制に関する社内規定（任意様式） 

②本業務における自主検査体制計画書（任意様式） 

加点方法 

①自主検査体制に関する規定等の内容 → （３点） 

 →自主検査体制に関する規定の提出があった場合においても、不明瞭な内容のものは、減点若しくは

評価をしない。 

 

②自主検査体制計画書の内容 → （２点） 

→自主検査体制計画書の提出があった場合においても本業務に関連のないもの、あるいは明かに実効

性がないものは減点若しくは評価をしない。 

 

 

評価時 

確認方法 

①自主検査体制に関する規定により確認を行う。 

②本業務における自主検査体制計画書により確認を行う。 

履行担保方法 仕様書に規定されたものとみなす。 

契約期間中 

確認方法 

②自主検査体制の計画書に基づき、所定の時期に検査報告、検査結果に伴う改善指令及び改善結果報告

を書面で求め、自主検査体制が機能しているかを確認する。 

注意事項 個人情報を含む書類を提出することについて、必ず本人の同意を得ておくこと。 

配布資料 ― 

 

 



評価項目・評価点・評価内容 

6/19 

 
 

（別紙６） 

分類 ３．社会的価値評価 評価点 ５０ 

細分類 (1)多様な雇用及び雇用環境に関する取組   

評価項目 ①障害者の新規雇用 個別点 ６ 

評価内容 

障害者（身体・知的・精神）の新規雇用予定者数を評価する。 

→本業務（現場就業）における新規雇用に限る。 ※現場配置期限：平成 24 年 6 月 1日 

  

※新規雇用予定者とは、告示日以降に雇用する者とする。ただし、関係書類の提出日現在に本業務にお

ける履行場所で就労している障害者を新たに雇用する場合を除き、平成 23 年 4月 1日以降に雇用され

ていた者は、新規雇用予定者とすることができない。 

提出書類 障害者雇用計画書（様式５） 

加点方法 

 

・雇用計画人数   １人   → （４点） 

          ２人以上 → （６点） 

           

 

→新規雇用予定者は、1週あたりの労働時間が 20 時間以上で、かつ、採用の時から１年以上引き続き雇

用されることが見込まれる者を対象とする。 

評価時 

確認方法 

・障害者雇用計画書（様式５）により確認 

 

※落札候補者のみ、開札後提出書類提出時に障害者である旨が確認できる書類の写し、雇用契約がわか

る書類（労働条件が明示されていること。）の写し及び職務経歴書（平成 22 年 4月 1 日以降の経歴）〈任

意様式〉、又は本件業務への障害者雇用について、就労支援センター等と協議中である旨を証する書面

の提出を求める。なお、就労支援センター等と協議中である旨を証する書面の提出者は、現場配置期

限（平成 24 年 6月 1日）までに、雇用契約がわかる書類の写しの提出を求める。 

履行担保方法 障害者雇用計画書（様式５）により提案を受けた内容を仕様書に規定されたものとみなす。 

契約期間中 

確認方法 

・本件業務履行中において、障害者を新たに雇用し就業、又は自己の都合により退職した場合（既に雇

用関係があり配置転換した場合も含む）は、速やかに報告をするとともに、新たに就業させる障害者

については、障害者である旨が確認できる書類（障害者手帳等）の写しの提出により確認を行う。 

 

・平成 24 年 6 月１日以降に正当な理由なしに就業予定人員に満たない場合が生じた際は、発注者から予

定どおり就業予定人員を満たす旨を書面により明示し改善勧告を行う。 
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（別紙６－②）

注意事項 

・日常業務に就業させる作業員とは、常時雇用関係（1 週間あたりの労働時間が 20 時間以上で、かつ、

採用の時から１年以上引き続き雇用されることが見込まれる者）にある者を対象とし臨時的、又は一

時的に雇用された者（日常業務以外の業務）にのみ就業させる者を除く。 

 

・個人情報を含む書類を提出することについて、必ず本人の同意を得ておくこと。  

・他の評価項目との重複評価は行わない。 

配布資料 障害者雇用計画書（様式５） 
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（別紙７） 

分類 ３．社会的価値評価 評価点 ５０ 

細分類 (1)多様な雇用及び雇用環境に関する取組   

評価項目 ②障害者雇用率又は雇用者数（常用雇用労働者に限る）  個別点 ５ 

評価内容 障害者雇用率又は障害者雇用者数（平成 23 年 6 月 1日時点）に応じて評価する。  

提出書類 

・常用雇用労働者数が５６人以上の事業者  

 →平成 23 年 6月 1日現在の障害者雇用状況報告書〈公共職業安定所への報告書〉（写し） 

・常用雇用労働者数が５６人未満の事業者 

 → 障害者雇用状況報告書（様式６） 

加点方法 

障害者雇用率又は障害者雇用者数に応じて評価する。（５点） 

「Ａ．障害者雇用率」又は「Ｂ．障害者雇用者数」のいずれか高い方の得点を加点する。 

（Ａ．Ｂの重複加算は行わない。） 

→雇用率及び雇用者数の算出方法は、「障害者の雇用の促進に関する法律」に基づくものとする。 

 

  （加点方法） 

Ａ雇用率（％） Ｂ雇用者数（人） 加点数 

１.８１～２.３９ １～８ １ 

２.４０～２.９９ ９～１６ ２ 

３.００～３.５９ １７～２４ ３ 

３.６０～４.１９ ２５～３２ ４ 

４.２０～ ３３～ ５ 

 

・雇用率の算出は、少数点第３位を四捨五入すること。 

・雇用障害者数の算定方法は、障害者雇用状況報告書（様式６）に明記すること。 

・「Ｂ．障害者雇用者数」の算出で、雇用率１．８％を超えていない場合は０点とする。        

                                               

評価時 

確認方法 

・常用雇用労働者数が５６人以上の事業者は、障害者雇用状況報告書〈公共職業安定所への報告書〉（写

し）により確認を行う。 

・常用雇用労働者数が５６人未満の事業者は、障害者雇用状況報告書（様式６）により確認を行う。 

 

※落札候補者のみ、開札後提出書類提出時に障害者であること及び雇用状況が確認できる書類（労働者

名簿又は雇用契約書の写し等）の提出を求める。 

履行担保方法 必要に応じて報告を聴取する。 

契約期間中 

確認方法 
必要に応じて報告を聴取する。 
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（別紙７－②）

注意事項 

・障害者雇用状況報告書など、「障害者の雇用の促進に関する法律」に基づく所管監督署への提出準備を

行っていない者は、直ちに所定の手続の準備を行うこと。 

 

・精神障害者の確認行為に対する注意点 

従業員への確認は、本人の申告に基づいて把握している人数を記載し、新たに従業員への確認等の

行為は行わないこと。 

 

・常用雇用労働者とは、１週間の所定労働時間が 30 時間以上であって、①期間の定めなく雇用されてい

る労働者 ②一定の期間（例えば、1 週間、2 ヶ月、6 ヶ月等）を定めて雇用されている労働者であっ

て、その雇用期間が反復更新され、過去 1 年以上の期間について引き続き雇用されている労働者又は

採用の時から 1 年以上引き続き雇用されると見込まれる労働者 ③日々雇用される労働者であって、

雇用計画が日々更新されて、過去 1 年以上の期間について引き続き雇用されている労働者又は採用の

時から 1年以上引き続き雇用されると見込まれる労働者 

 

・短時間労働者とは、原則として、1週間の所定労働時間が 20 時間以上 30 時間未満であり、かつ、１年

以上雇用される見込みのある者とする。 

配布資料 

・障害者雇用状況報告書（様式６） 

・障害者雇用状況報告書の記入上の注意点（様式６参考資料） 

 

※障害者の算定方法、除外率について不明な場合は、公共職業安定所（ハローワーク）へお問い合わせ

下さい。 
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（別紙８） 

分類 ３．社会的価値評価 評価点 ５０ 

細分類 (1)多様な雇用及び雇用環境に関する取組   

評価項目 ③就職困難者の雇用 個別点 ６ 

評価内容 

就職困難者の新規雇用予定者数（現場就業は問わない）を評価する。 

 

※就職困難者については、65 歳以上の高齢者、母子家庭の母、非自発的離職者を対象とする。 

※新規雇用予定者とは、告示日以降に雇用する者とする。ただし、関係書類の提出日現在に本業務にお

ける履行場所で就労している就職困難者を新たに雇用する場合を除き、平成 23 年 4月 1日以降に雇用

されていた者は、新規雇用予定者とすることができない。 

提出書類 就職困難者雇用計画書（様式７） 

加点方法 

・雇用計画人数    １人   → （３点） 

           ２人   → （４点） 

           ３人以上 → （６点） 

 

→雇用予定者の算出は、常用雇用労働者（1週あたりの労働時間が 30 時間以上であって、採用の時から

1年以上引き続き雇用されると見込まれる者）を 1人として算出する。 

→短時間労働者（原則として、1週間の所定労働時間が 20 時間以上 30 時間未満であり、かつ、１年以上

雇用される見込みのある者）については、0.5 人として算出する。 

評価時 

確認方法 

・就職困難者雇用計画書（様式７）により確認を行う。 

 

※落札候補者のみ、開札後提出書類提出時に就職困難者である旨が確認できる書類の写し、雇用契約が

わかる書類（労働条件が明示されていること。）の写し及び職務経歴書（平成 22 年 4月 1日以降の経

歴）〈任意様式〉の提出を求める。 

履行担保方法 必要に応じて報告を聴取する。 

契約期間中 

確認方法 
必要に応じて報告を聴取する。 

注意事項 
・個人情報を含む書類を提出することについて、必ず本人の同意を得ておくこと。 

・他の評価項目との重複評価は行わない。 

配布資料 就職困難者雇用計画書（様式７） 

備考 ― 
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（別紙９） 

分類 ３．社会的価値評価 評価点 ５０ 

細分類 (1)多様な雇用及び雇用環境に関する取組   

評価項目 ④就職困難者の継続雇用又は就労形態 個別点 ４ 

評価内容 

①就職困難者の雇用者数を評価する。（平成 23 年 6月 1 日時点） 

→雇用形態は問わない 

②就職困難者を常用雇用労働者として雇用する事を評価する。（平成 23 年 6 月 1日時点） 

→短時間労働者を除く 

 

※就職困難者については、65 歳以上の高齢者、母子家庭の母、非自発的離職者を対象とする。 

※常用雇用労働者、短時間労働者 ＝ 別紙７－②「注意事項」を参照 

提出書類 
①就職困難者雇用状況報告書（様式８） 

②就職困難者の就労形態報告書（様式９） 

加点方法 

①就職困難者の雇用実績  １人   → （１点） 

             ２人以上 → （２点） 

                

②就職困難者の正規社員  １人   → （１点） 

             ２人以上 → （２点）               

評価時 

確認方法 

①就職困難者雇用状況報告書（様式８）により確認を行う。 

※落札候補者のみ開札後、就職困難者であること及び雇用状況が確認できる書類等の提出を求める。 

 

②就職困難者の就労形態報告書（様式９）により確認を行う。 

※落札候補者のみ、開札後提出書類提出時に就職困難者であること及び常用雇用労働者としての雇用で

あることが確認できる書類等の提出を求める。 

履行担保方法 必要に応じて報告を聴取する。 

契約期間中 

確認方法 
必要に応じて報告を聴取する。 

注意事項 
・個人情報を含む書類を提出することについて、必ず本人の同意を得ておくこと。 

・他の評価項目との重複評価は行わない。 

配布資料 
・就職困難者雇用状況報告書（様式８） 

・就職困難者の就労形態報告書（様式９） 
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（別紙１０） 

分類 ３．社会的価値評価 評価点 ５０ 

細分類 (1)多様な雇用及び雇用環境に関する取組   

評価項目 ⑤枚方市内居住者の新規雇用 個別点 ６ 

評価内容 

枚方市内居住者の新規雇用予定者数（現場就業は問わない）を評価する。 

 

※新規雇用予定者は、告示日以降に雇用するものに限る。ただし、関係書類の提出日現在に本業務にお

ける履行場所で就労している枚方市内居住者を新たに雇用する場合を除き、平成 23 年 4 月 1日以降に

雇用されていた者は、新規雇用予定者とすることができない。 

提出書類 枚方市内居住者雇用計画書（様式 10） 

加点方法 

・雇用計画人数   １人   → （２点） 

          ２人   → （４点） 

          ３人以上 → （６点） 

 

→雇用予定者の算出は、常用雇用労働者（1週あたりの労働時間が 30 時間以上であって、採用の時か

ら 1年以上引き続き雇用されると見込まれる者）を 1 人として算出する。 

→短時間労働者（原則として、1週間の所定労働時間が 20 時間以上 30 時間未満であり、かつ、１年以

上雇用される見込みのある者）については、0.5 人として算出する。 

評価時 

確認方法 

・枚方市内居住者雇用計画書（様式 10）により確認を行う。 

 

※落札候補者のみ、開札後提出書類提出時に枚方市内に居住していることがわかる書類、雇用状況がわ

かる書類（労働条件が明示されていること。）の写し及び職務経歴書（平成 22 年 4 月 1日以降の経歴）

〈任意様式〉の提出を求める。 

履行担保方法 必要に応じて報告を聴取する。 

契約期間中 

確認方法 
必要に応じて報告を聴取する。 

注意事項 
・個人情報を含む書類を提出することについて、本人に必ず同意を得ておくこと。 

・他の評価項目との重複評価は行わない。 

配布資料 枚方市内居住者雇用計画書（様式 10） 

備考 ― 
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（別紙１１） 

分類 ３．社会的価値評価 評価点 ５０ 

細分類 (1)多様な雇用及び雇用環境に関する取組   

評価項目 ⑥トライアル雇用制度の活用 個別点 ２ 

評価内容 

①トライアル雇用制度の条件付きの求人募集状況を評価する。 

②トライアル雇用制度の活用を評価する。（告示日以前 3年間） 

 

※トライアル雇用とは 

 →３ヶ月間の試用雇用期間を設けて実働し、常用雇用に切り替える制度 

 

・ハローワークの紹介により、雇い入れやトライアル雇用を実施し、一定の条件を満たせれば、奨励金

の支給を受けることができる。 

・この制度を利用することにより、求職者と雇用者の双方にメリットがある。 

・対象者 → 母子家庭の母、障害者、高齢者、若年者等 

※詳細については、最寄りのハローワークに問い合わせをすること。 

 

提出書類 
①求人票等 

②活用・実施状況がわかる書類 

加点方法 
①トライアル雇用制度の条件付きで求人募集をしている。 → （１点） 

②トライアル雇用制度を活用し、トライアル雇用中又は奨励金の支給を受けている。 → （１点） 

評価時 

確認方法 
活用状況がわかる書類等で確認を行う。（労働局からの支給決定通知書等） 

履行担保方法 必要に応じて報告を聴取する。 

契約期間中 

確認方法 
必要に応じて報告を聴取する。 

注意事項 ― 

配布資料 ― 

備考 ― 
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（別紙１２） 

分類 ３．社会的価値評価 評価点 ５０ 

細分類 (2)環境問題への取組み   

評価項目 ①環境報告書の発行又は環境マネジメントの認証状況 個別点 ６ 

評価内容 

①環境報告書（若しくはそれに準ずるもの）を評価する。 

②環境ＩＳＯ14001 の認証取得状況を評価する。 

③エコアクション２１の認証取得状況を評価する。 

提出書類 

①環境報告書（任意様式） 

 

②－1 環境ＩＳＯ登録証（写し） 

②－2 環境ＩＳＯ申請中である旨の証明書 

③－1 エコアクション２１登録証（写し） 

③－2 エコアクション２１申請中である旨の証明書 

加点方法 

①環境報告書の内容 → （３点） 

→次の内容を加味していない場合は、減点若しくは評価しない。 

  (1)事業者が自らの事業活動に伴う環境負荷の状況（CO2、廃棄物の処理状況） 

  (2)事業活動における環境配慮の取組状況（環境マネジメントシステムの運用、グリーン購入、省エ

ネ設備の導入等） 

  (3)環境報告書を過去 2 年以上にわたって発行・公表しているもの（冊子・印刷物の発行、インター

ネット等により社会に向けて広く公表しているもの） 

※冊子等を発行している場合は、別途添付すること。 

 

※②又は③のどちらかを選択（重複評価は行わない。） 

②環境ＩＳＯ14001 又は③エコアクション２１の認証取得状況 

②－1 環境ＩＳＯ14001 取得者 → （３点） 

②－2 環境ＩＳＯ14001 申請中 → （２点） 

③－1 エコアクション２１取得者 → （３点） 

③－2 エコアクション２１申請中 → （２点） 

評価時 

確認方法 

①環境報告書により確認 

②・③各種登録証等により確認を行う。 

履行担保方法 必要に応じて報告を聴取する。 

契約期間中 

確認方法 
必要に応じて報告を聴取する。 

注意事項 
②・③共通 

→取得者が本社又は本業務担当の支店・営業所のみ評価対象とする。 
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（別紙１３） 

分類 ３．社会的価値評価 評価点 ５０ 

細分類 (3) 子育て等支援・男女共同参画への取組み   

評価項目 ①育児・介護の休暇及び休業制度への取組み 個別点 ３ 

評価内容 
①育児・介護の休暇及び休業制度等の社内規定の内容を評価する。 

②育児休業、介護休業等の取得状況を評価する。 

提出書類 

①－1 育児・介護の休暇制度等の社内規定（任意様式） 

①－2 育児・介護の休暇制度等にかかる申請書用紙等（任意様式） 

②育児・介護の休暇制度等にかかる過去３年間（告示日以前３年間）の取得状況（任意様式） 

加点方法 

① 育児・介護制度等の社内規定（労使協定等）の内容 → （１点） 

    →育児・介護制度等の就業規則等の提出があった場合においても、不明瞭な内容のものは、評価し

ない。 

 

② 育児休業・介護休業等の取得状況（1人以上が取得していれば） → （２点） 

     →告示日以前３年間 

評価時 

確認方法 

①育児・介護制度等の社内規定により確認を行う。 

②育児・介護の休暇及び休業制度等にかかる、取得実績がわかる書類により確認を行う。 

履行担保方法 仕様書に規定されたものとみなす。 

契約期間中 

確認方法 

・育児・介護の休暇及び休業にかかる、有効性・実現性を確認するため、必要の都度、契約期間中にお

ける実施状況報告書（任意様式）などの提出を求め、必要に応じてヒヤリングを行う。 

・本業務場所における就業規則については、速やかに作成して提出すること。 

注意事項 
10 人未満の事業所については、就業規則等を作成する義務がない（労働基準法 89 条）ため、就業規則等

がない場合は、就業規則に準ずるものを提出すること。 

配布資料 ― 
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（別紙１４） 

分類 ３．社会的価値評価 評価点 ５０ 

細分類 (3) 子育て等支援・男女共同参画への取組み   

評価項目 ②仕事と子育ての両立支援 個別点 ４ 

評価内容 

次世代育成支援の観点から、子育てしやすい環境づくりを整備しているかを評価する。 

 

①育児休業等取得しやすい環境の整備等についての周知・啓発活動を評価する。 

②保育費補助等の助成制度や企業内保育の実施状況の内容を評価する。 

提出書類 

 

①周知・啓発活動がわかる書類（任意様式） 

②保育費補助等の助成制度の内容又は企業内保育の実施状況がわかる書類（任意様式） 

 

加点方法 

①育児休業、看護休暇及び育児短時間勤務の制度を利用しやすい環境の整備等について、周知・啓発活

動がされていれば → （1 点） 

②保育費補助等の助成制度が整備されている又は企業内保育が実施されていれば → （３点）  

評価時 

確認方法 

①周知・啓発活動がわかる書類により確認を行う。 

②保育費補助等の助成制度の整備状況又は企業内保育の実施状況がわかる書類により、その有効性・実

現性の確認を行う。 

履行担保方法 仕様書に規定されたものとみなす。 

契約期間中 

確認方法 

・有効性を確認するため、必要の都度、取組状況のわかる書類の提出を求め、必要に応じてヒヤリング

を行う。 

注意事項 ― 

配布資料 ― 

 



評価項目・評価点・評価内容 
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（別紙１５） 

分類 ３．社会的価値評価 評価点 ５０ 

細分類 (3) 子育て等支援・男女共同参画への取組み   

評価項目 ③セクシュアル・ハラスメント等防止対策 個別点 ２ 

評価内容 

①セクシュアル・ハラスメント等の防止に関する社内規定等（社内報、パンフレット可）の内容を評価

する。 

②相談窓口（相談員）の設置（配置）状況を評価する。 

提出書類 

①セクシュアル・ハラスメント等の防止に関する社内規定等（任意様式） 

   

②相談窓口（相談員）の設置（配置）状況がわかる書類（任意様式） 

加点方法 

①セクシュアル・ハラスメント等の防止に関する社内規定等の内容 → （１点） 

→セクシュアル・ハラスメント等が生じた場合の懲戒その他雇用管理上の措置等が盛り込まれていな

い場合は、評価しない。 

 

②相談窓口（相談員）を設置していれば → （１点） 

評価時 

確認方法 

①セクシュアル・ハラスメント等の防止に関する社内規定等を確認する。 

②相談窓口（相談員）の設置状況などがわかる書類（任意様式）により、有効性・実現性を確認する。

履行担保方法 仕様書に規定されたものとみなす。 

契約期間中 

確認方法 

セクシュアル・ハラスメント等の防止に係る、有効性・実現性を確認するため、必要の都度、相談窓

口等の配置状況などの提出を求め、必要に応じてヒヤリングを行う。 

注意事項 ― 

配布資料 ― 

備考 ― 

 



評価項目・評価点・評価内容 
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（別紙１６） 

分類 ３．社会的価値評価 評価点 ５０ 

細分類 (3) 子育て等支援・男女共同参画への取組み   

評価項目 ④女性の採用・職域拡大への取組 個別点 ２ 

評価内容 女性の採用・職域拡大への取組みを評価する。（告示日現在） 

提出書類 

・管理職の名簿＜取締役・監査役は除く。執行役員含む。＞ （様式 11） 

   →就業規則、給料表等管理職に該当する役職名及び給与上等の何らかの処遇が確認できる書類 

 

加点方法 

・管理職に占める女性の割合 

（加点方法）   

１％超～１５％の場合 → （１点） 

１５％を超える場合 → （２点） 

評価時 

確認方法 
管理職名簿及び就業規則、給料表等で確認を行う。 

履行担保方法 必要に応じて報告を聴取する。 

契約期間中 

確認方法 
必要に応じて報告を聴取する。 

注意事項 個人情報を含む書類を提出することについては、必ず本人の同意を得ておくこと。 

配布資料 管理職の名簿＜取締役・監査役は除く。執行役員含む。＞ （様式 11） 

備考 ― 

 

 

 



評価項目・評価点・評価内容 
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（別紙１７） 

分類 ３．社会的価値評価 評価点 ５０ 

細分類 (4) 人権問題への取組み   

評価項目 ①人権問題への取組み 個別点 ４ 

評価内容 
①公正採用選考人権啓発推進員の設置を評価する。 

②継続的、定期的な人権研修の実施状況を評価する。（告示日以前継続して３年間） 

提出書類 
①公正採用選考人権啓発推進員の設置状況がわかる書類（様式指定なし） 

②人権研修実施報告書（様式 12） 

加点方法 

①公正採用選考人権啓発推進員を設置していれば → （１点） 

 

②人権研修実施報告書の内容 → （３点） 

→受講修了証（修了証等が発行されていない場合は受講者名簿で可）、研修レジュメ（市販の冊子等 

  を使用された場合は表紙と目次のみを提出）又は研修概要のわかるもの等を別途添付してください。

※添付がない場合は評価の対象としません。 

→研修内容等の確認が行えないもの、不明瞭な内容のもの、継続的・定期的な実施状況が確認できな

いものは、減点若しくは評価をしない。 

評価時 

確認方法 

①公正採用選考人権啓発推進員の設置状況がわかる書類により確認を行う。 

 

②人権研修実施報告書及び当該研修の受講修了証と研修資料により確認を行う。 

履行担保方法 仕様書に規定されたものとみなす。 

契約期間中 

確認方法 
必要に応じて報告を聴取する。 

注意事項 
・企業独自の研修、研修機関への研修派遣は問わない。 

・個人情報を含む書類を提出することについては、必ず本人の同意を得ておくこと。 

配布資料 ②人権研修実施報告書（様式 12） 

 



落札者の決定について 

１．総合評価値の算定方法 

  入札参加者につき、落札者決定基準に基づく審査のうえ、次の算定式により総合評価値を求

めるものとする。 

 

  総合評価値＝価格評価点＋技術的評価点＋社会的価値評価点 
 

（１）価格評価点の算定方法 

   価格評価点は、有効な入札のうち次の算定式により算出する。 

   ■価格評価点（小数点以下切捨て） 

価格評価分類における 

評価点（１２０点）×（調査基準価格／入札価格） 

 

   ただし、調査基準価格以下の入札価格で入札した者の価格評価点は、全て１２０点とする。 

 

（２）技術的評価点及び社会的価値評価点の算定方法 

   技術的評価点及び社会的価値評価点は、有効な入札のうちそれぞれ次の算定式により算出

する。 

   ■技術的評価点（小数点以下切捨て） 

技術的評価分類における 

評価点（３０点）×（個別点の得点／個別点の最高得点） 

   ■社会的価値評価点（小数点以下切捨て） 

社会的価値評価分類における 

評価点（５０点）×（個別点の得点／個別点の最高得点） 

 

   ＜技術的評価点算出方法の例示＞ ※社会的価値評価点も同様の算出 

    この場合、個別点の最高得点者Ｃ社（２８点）が、技術的評価点の満点（３０点）得点

者となる。 

入札参加者 個別点の得点 技術的評価点 算出方法 

Ａ社 ２０ ２１ ３０(評価点)×（Ａの個別点／Ｃの個別点） 

Ｂ社 １７ １８ ３０(評価点)×（Ｂの個別点／Ｃの個別点） 

Ｃ社 ２８ ３０ ３０(評価点)×（Ｃの個別点／Ｃの個別点） 

Ｄ社 １５ １６ ３０(評価点)×（Ｄの個別点／Ｃの個別点） 

Ｅ社 ２３ ２４ ３０(評価点)×（Ｅの個別点／Ｃの個別点） 

Ｆ社 ２５ ２６ ３０(評価点)×（Ｆの個別点／Ｃの個別点） 

  

なお、調査基準価格を下回る価格で入札した技術的評価分類における評価点又は社会的価値

評価分類における評価点、若しくはその両方において最高得点である入札参加者が落札候補者

となり、低入札価格調査の結果、落札者としないこととなった時は、次に各分類における個別

点の得点が高かった入札参加者の各評価点をそれぞれの最高得点者として、再度各分類におけ

る評価点を算出するものとする。 



２．低入札価格調査及び審査について 

総合評価値が最も高い入札者において、その入札価格が調査基準価格を下回る価格であった

ときは、次に定める事項について調査及び審査を行う。なお、特に必要がないと認める場合を

除き、当該入札者からの事情聴取を行うものとする。 

（１）調査事項 

①当該価格で入札した理由（価格低減理由） 

②入札価格内訳明細書 

③手持ち業務の状況 

④業務計画（業務実施計画・作業工程・業務実施体制） 

⑤その他必要な事項 

（２）判断基準 

調査事項の調査及び審査において、次の判断基準により、本契約の内容に適合した履行が

為されないおそれがあると認められるときは、落札者としないものとする。 

 

① 
低入札価格調査書

類の提出 
入札実施要領に示す必要書類が整っていない場合 

② 調査への協力 
（１）事情聴取に応じない場合 

（２）調査時に不誠実な言動がある場合 

③ 設計数量 仕様書等で定める数量を満足していない場合 

④ 積算根拠 

（１）積算根拠となる資料が正しく記載されていない場合 

ア 入札価格内訳書の金額に違算がある場合 

イ 仕様書等で定める数量の金額が入札価格内訳書に正しく

反映されていない場合 

（２）労務単価が法定最低賃金を下回っている場合 

（３）必要となる経費が計上されていない場合 

⑤ 価格低減理由 低入札価格での応札理由を適格に説明できない場合 

⑥ その他 
前各項に定めるもののほか、適正な業務の履行が為されないおそ

れがあると認められる場合 

 

３．落札者の決定方法 

（１）落札者は、次の方法により決定する。 

① 落札者は、落札者決定基準に基づく審査のうえ、総合評価値が最も高い入札者であり、開

札後提出書類の審査を経た者とする。 

② 総合評価値の最も高い者が２名以上あるときは、くじ引きにより落札者を決定する。ただ

し、当該者の全てが調査基準価格以下の入札価格であった場合は、それらの者のうち入札

価格の最も低い者を落札者とする。 

③ ②のただし書きの入札価格の最も低い者が２名以上あるときは、くじ引きにより落札者を

決定する。 

（２）総合評価値の最も高い入札者が、調査基準価格を下回る入札価格であったときは、上記「２．

低入札価格調査及び審査」の結果、当該入札価格によっても当該契約内容に適合した履行が

なされると認める場合は、当該入札者を開札後提出書類の審査を経て落札者と決定する。 

（３）前項（２）の審査結果により、当該契約内容に適合した履行がなされないおそれがあると



認める場合は、総合評価値が最も高い入札者を落札者とせず、総合評価値が次に高い入札者

（以下「次順位者」という。）を開札後提出書類の審査を経て落札者と決定するものとする。 

（４）前項（３）に規定する場合において、次順位者の入札価格が調査基準価格を下回る価格で

あった場合は、当該次順位者につき前項（１）から（３）の規定を適用し、落札者を決定す

るものとする。 


